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北海道の主要経済指標　　　　　　　　出典：経済産業省 北海道経済産業局 管内経済概況 主要経済指標
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北海道の主要経済指標
コンビニ販売額 公共工事請負額 新設住宅着工戸数 来道客数

販売額（百万円） 前年同月比 請負額（百万円） 前年同月比 着工戸数（戸） 前年同月比 来道客数（千人） 前年同月比

2023年

3月 50,671 6.8 119,060 ▲ 1.6 2,491 0.0 1,059 65.8
4月 49,802 5.3 247,252 33.8 3,099 ▲ 4.1 937 44.7
5月 52,342 6.6 165,658 14.9 2,424 ▲ 4.5 1,134 44.4
6月 52,694 6.0 174,462 6.9 3,567 10.7 1,200 36.3
7月 59,567 9.3 100,138 ▲ 2.4 2,724 ▲ 12.2 1,294 22.7
8月 61,432 13.8 61,565 2.9 2,667 ▲ 16.1 1,455 20.7
9月 54,619 6.6 53,509 3.8 2,290 ▲ 8.4 1,270 20.7

10月 54,148 5.2 38,890 5.5 3,091 16.3 1,188 13.8
11月 50,795 3.5 20,175 1.3 2,158 ▲ 10.3 1,004 9.4
12月 55,682 2.9 9,093 4.7 1,968 ▲ 1.0 1,067 8.5

2024年

1月 50,120 2.7 7,927 38.4 862 ▲ 16.6 943 15.6
2月 48,501 5.9 19,396 93.4 1,340 9.5 1,037 13.4
3月 51,088 0.8 110,023 ▲ 7.6 2,229 ▲ 10.5 1,087 2.6
4月 50,348 1.1 281,773 14.0 3,428 10.6 941 0.3
5月 52,746 0.8 208,449 25.8 2,600 7.3 1,110 ▲ 2.1
6月 53,663 1.8 159,292 ▲ 8.7 2,715 ▲ 23.9 1,206 0.4
7月 58,134 ▲ 2.4 116,498 16.3 2,944 8.1 1,295 0.1
8月 58,864 ▲ 4.2 62,509 1.5 2,289 ▲ 14.2 1,483 1.9
9月 54,038 ▲ 1.1 48,460 ▲ 9.4 2,340 2.2 1,330 4.7

10月 54,812 1.2 36,653 ▲ 5.8 2,561 ▲ 17.1 1,293 8.9
11月 51,824 2.0 24,592 21.9 2,844 31.8 1,140 13.5
12月 57,125 2.6 17,741 95.1 2,097 6.6 1,157 8.4

2025年
1月 51,986 3.7 8,544 7.8 1,007 16.8 1,108 17.5
2月 49,000 1.0 19,377 ▲ 0.1 1,399 4.4 1,082 4.3
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特 集 太洋商事株式会社(愛知県名古屋市)の挑戦

　今号の特集は、信金中央金庫 地域・中小企業研究所発行のニュース＆トピックス №2024-181（2025.3.26発
行）よりＪＩＣＡ「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」の活用で飛躍を図る中小企業⑦を抜粋転載してご
紹介いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　信金中央金庫 地域・中小企業研究所　上席主任研究員　　藁品　和寿　氏

　今回は、愛知県名古屋市に本社を置き、特にフロンガスの回収および破壊再生事業で高い技術を有する太洋商
事株式会社の事例を紹介する。同社は、2015年と2019年に、ＪＩＣＡ支援事業を活用し、マレーシアにおいて、
フロンガス回収・再生・破壊処理産業創出にかかる案件化調査ならびに普及・実証事業を実施した。続いて、
2023年6月から24年9月まで、インドネシアにおいて、ビジネス化に向けた実証事業に取り組んだ。

１．企業の概要
　同社は、1961年10月に堀社長の父親である堀昭夫氏によって設立された。愛知県名古屋市に本社を置き、フロ
ンガス・エアゾールガス(ＬＰガス)・炭酸ガスの充てん・販売、各種高圧ガスおよび関連する供給設備・器具の
販売事業のほか、フロンガスの回収・破壊再生事業にも着手している(表 1)。
　設立当初、高圧ガスの販売を主業にしていたが、取り扱う高圧ガスには純度に規格があり、同業他社との差別
化が図りにくい事業であったため、その後、顧客ニーズに応じて
圧力調整等のカスタマイズができるエアゾールガス(噴射剤)の販売
にも着手した。
　1983年に、三井・デュポンフロロケミカル㈱(現・三井・ケマー
ズフロロプロダクツ㈱、以下「三井ケマーズ」という。)の技術指
導により、フレオンガス等の東海地区指定充填所となる等、冷媒
ガスに軸足を置いた事業を展開してきた。しかし、冷媒ガスにも
統一の品質規格があり、同業他社との差別化が図りにくく、価格
競争に陥る懸念があった。
　そこで、2000年に、社屋と充填工場の新築とともに、“選ばれ
る会社”を目指し、同業他社との差別化を図る観点から、2001年
6月の特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に
関する法律(フロン回収・破壊法)の制定を見据えて、先んじてフロン破壊プラントの稼働を開始した。稼働の当
時、破壊処理という概念が存在せず、なおかつ追加費用がかかるということから、大手を含めた同業者の関心は
高くなく、同法が2002年4月に施行されるまでの2年間、受注がない日々が続いた。しかし、堀社長は、フロン破
壊プラントへの投資を広告宣伝費の一つとして割り切って英断した。併せて、創業以来、地球環境保全を自社の
責務と位置付けてきたことから、三井ケマーズからの提案と助言を受け、同法で義務付けられた回収、破壊処理
にとどまらず、高い需要の見込まれるエアコン用冷媒ガス(Ｒ22)の再資源化にも挑戦した。同社独自のフロンガ
ス再生機は簡素蒸留方式で、再生フロンガスを新規フロンガスと同品質にまで精製することができ、海外では競
合品はないことから、同社の強みの一つになっている。なお、同社のロゴマークにも藍色のサークルとして、そ
の強みを表象する「資源循環」が含意されている。
　2018年7月には、後述するＪＩＣＡ支援事業を通じて、初めて海外拠点として現地法人・太洋商事マレーシア
を設立した。マレーシアへの進出を果たしたことをきっかけに、経営戦略として、海外事業展開も重視してい
る。創業以来、「地球環境の保護」と「快適な暮らし」の両立を目指して培ってきた知見・ノウハウを、国内に
とどまらず海外にも広げている。(表 2)
　堀社長は、長年、冷媒ガスの販売に関わってきた会社として、本業を通じて、地球環境の保全に貢献し続けて
いきたいと大いに意気込む。また、国内に限らず海外であっても、「一企業の力で地球環境の保全に貢献するこ
とができる」ということを対外的に証明していきたいとも意気込む。

２．ＪＩＣＡ支援事業を活用した海外事業展開への挑戦

　⑴　�国内初のフロンガス回収・再生・破壊処理にかかる一気通
貫ビジネス

　2000年に入ってからのフロン破壊プラントの稼働や再生処理へ
の挑戦を契機に、同社はフロンガスの販売、回収から再生・破壊
処理までを一気通貫に対応できるビジネスモデルを国内で初めて
構築できた。(図表)
　なお、破壊処理プラントに加えて、再生プラントも保有して事
業を成立させている事業者は、大手を含めても同社が唯一といわれている。
　同社が構築したビジネスモデルは、フロンガス回収機、回収容器および再生機等の「設備技術」、回収・再
生・破壊処理までの「管理システム」、そのシステムを用いた「運用技術」の3つの要素で成り立つ。フロンガ

表 １
代表者 堀　慎治

本社所在地 愛知県名古屋市

主力業務

フロンガス・エアゾールガス(ＬＰ
ガス)・炭酸ガスの充てん・販売、
各種高圧ガスおよび関連供給設備・
器具の販売、フロンガスの回収およ
び破壊再生事業

従業員数 31名

設立年月 1961年10月

資本金 1,200万円

表 ２
再生機設置場所

マレーシア シャーアラム

タイ サムットサーコーン

インドネシア カラワン

インド ラジャスタン

ベトナム ホーチミン(計画中)

中東 (検討中)
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ス回収機およびその周辺機材では㈱イ
チネンＴＡＳＣＯの協力を得る等、
「同社の強み(フロン回収・再生・破
壊処理の管理・運用ノウハウ)×外部
企業との連携」によるハード・ソフト
両面の要素を組み合わせたソリュー
ションといえる。
　構築したビジネスモデルを地元であ
る中部エリアから全国に展開していく
にあたって、当時、再生処理技術を有
するのは三井ケマーズ１社で、破壊処
理から再生処理までを事業化している
のも同社１社であったことから認知度
が高くなく、業務用空調機器や冷凍機等のユーザーから理解を得るまでに２、３年を要する等、特に営業活動で
は苦心をした。フロンガス販売では、バーコード(コード39とＱＲコードの併用)を利用した同社独自のＷＥＢシ
ステムにより、ＮＲＣ容器を含むすべてのボンベの使用状況等を管理することで、容器保安規則等でボンベの管
理責任があるとされているユーザーのコンプライアンス面をサポートするとともに、フロンガスの充填・販売か
ら回収、分析、再生、破壊処理までの工程全体も管理することで、ユーザーに対するジャストインタイムな供給
をすることもできている。こうしたユーザー本位の取組みが好評を得て、同社の優れたビジネスモデルは、ユー
ザーによる口コミもあり全国に広がっている。
　また、同社の事業は、愛知県が策定した「あいち産業労働ビジョン2021-2025」の趣旨にも沿い、県として推進
する産業振興政策に合致していることから、愛知県の中小企業の「ロールモデル」ともいえるのではないだろう
か。

　⑵　ＪＩＣＡ支援事業を活用したインドネシアでの事業展開への挑戦
　同社がＪＩＣＡ支援事業を知ったきっかけは、マレーシアの現地日系企業から、当地で冷媒ガスを含む環境関
連の法規制が整備されつつある話しの中で、ＪＩＣＡが同事業で募集をしているとの紹介を受けたことであっ
た。2010年代のマレーシアは、先進国入りを目指して環境関連の法規制の見直しへの意識が高かったことから、
同社は、今後の事業の発展性を見据え、ＪＩＣＡ支援事業に応募、採択され、2015年6月から案件化調査、2017
年3月からは普及・実証事業に取り組んだ。これらをきっかけに、2018年7月にマレーシアへの進出を果たしてい
る。ＪＩＣＡ支援事業の後も、毎年、現地の各団体主催の展示会に出展し、2024年9月には(一財)海外産業人材育
成協会(ＡＯＴＳ)の事業で「オゾン層保護と温暖化防止のためのフロンガスの回収及び再生」をテーマにした研
修を実施する等、フロン回収の啓蒙活動を加速している。
　2022年度にＪＩＣＡ支援制度の内容が見直されることを知り、今度はインドネシアでのＪＩＣＡ支援事業(ビジ
ネス化実証事業)へ応募、採択され2023年6月から調査を実施した。調査期間中には、現地の職業訓練校や工業大
学向けにフロンガス回収に関する研修会を実施したほか、現地の政府関係者や学識者を日本に招いて研修を実施
している。これら研修会の実施にあたっては、政府関係者や関係団体等のキーパーソンへのアポイントメントを
ＪＩＣＡコンサルタントを通じてスピーディに行うことができ、短期間での中身の濃い活動ができたことは最大
のメリットであった。また、ＪＩＣＡ支援事業を活用したことで、ＡＯＴＳ等の政府系支援機関と円滑にコンタ
クトできるようになったことも大きなメリットであるという。
　ＪＩＣＡ支援事業を通じて、外資企業の最低出資金規制をはじめ法規制が複雑である等、インドネシアへの参
入には障壁が高いことが明らかになった。そのため、現地法人を設立しての事業進出は行わず、当面、現地の商
慣習に精通しているＩＩＧＩと連携しながら事業展開を図ることにしている。
　このほか、2023年9月に泰国岩谷会社バンコクガスセンターにおいてフロントガス再生装置を導入(2025年1月)
し、2024年5月には、インドイワタニ会社の協力会社においてもフロンガス再生装置を導入する等、現地法人の
あるマレーシアを中心に円形を描くイメージで、先進国に比べると競合の少ない東南アジア、南アジアを中心と
した事業展開を図っている。なお、タイ、インドネシア、インドでのフロンガス再生への取組みは、いずれの国
でも初めてとなる。
　最近、フロンガスをほぼ100％、輸入に頼る東南アジア諸国では、世界的にフロンガスの輸入価格が高騰する
中で、同社のビジネスモデルへの関心が高まり、直近では問い合わせが増えつつあるという。こうした最近の外
部環境とともに、一時的に政治的な影響を受けつつも潮流となっているＥＳＧ、あるいはサステナビリティも
“追い風”となり、同社の事業はますます広がりをみせていくことが期待できよう

以 上

　本レポートは発表時点における情報提供を目的としており、文章中の意見に関する部分は執筆者個人の見解となります。し
たがいまして、投資・施策実施等についてはご自身の判断でお願いします。また、レポート掲載資料は信頼できると考える各
種データに基づき作成していますが、当研究所が正確性および完全性を保証するものではありません。なお、記述されている
予測または執筆者の見解は予告なしに変更することがありますのでご注意ください。
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にフロンガス回収に関する研修会を実施したほか、現地の政府関係者や学識者を日本に招いて研修を実施している。
これら研修会の実施にあたっては、政府関係者や関係団体等のキーパーソンへのアポイントメントをＪＩＣＡコンサ
ルタントを通じてスピーディに行うことができ、短期間での中身の濃い活動ができたことは最大のメリットであった。
また、ＪＩＣＡ支援事業を活用したことで、ＡＯＴＳ等の政府系支援機関と円滑にコンタクトできるようになったこ
とも大きなメリットであるという。	
	 	 ＪＩＣＡ支援事業を通じて、外資企業の最低出資金規制をはじめ法規制が複雑である等、インドネシアへの参入に
は障壁が高いことが明らかになった。そのため、現地法人を設立しての事業進出は行わず、当面、現地の商慣習に精
通しているＩＩＧＩと連携しながら事業展開を図ることにしている。	
	 	 このほか、2023年9月に泰国岩谷会社バンコクガスセンターにおいてフロントガス再生装置を導入(2025年1月)し、
2024年5月には、インドイワタニ会社の協力会社においてもフロンガス再生装置を導入する等、現地法人のあるマレ
ーシアを中心に円形を描くイメージで、先進国に比べると競合の少ない東南アジア、南アジアを中心とした事業展開
を図っている。なお、タイ、インドネシア、インドでのフロンガス再生への取組みは、いずれの国でも初めてとなる。	
	 	 最近、フロンガスをほぼ100％、輸入に頼る東南アジア諸国では、世界的にフロンガスの輸入価格が高騰する中で、
同社のビジネスモデルへの関心が高まり、直近では問い合わせが増えつつあるという。こうした最近の外部環境ととも
に、一時的に政治的な影響を受けつつも潮流となっているＥＳＧ、あるいはサステナビリティも“追い風”となり、同
社の事業はますます広がりをみせていくことが期待できよう。	

以	上	
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本レポートは発表時点における情報提供を目的としており、文章中の意見に関する部分は執筆者個人の見解となります。し

たがいまして、投資・施策実施等についてはご自身の判断でお願いします。また、レポート掲載資料は信頼できると考える

各種データに基づき作成していますが、当研究所が正確性および完全性を保証するものではありません。なお、記述されて

いる予測または執筆者の見解は予告なしに変更することがありますのでご注意ください。	

フロンガスの回収から再生、販売までのフロー	 	 	 	 				図表	
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お取引先企業のご紹介コーナー

当金庫のお取引先企業様をご紹介する「誌上ビジネスマッチング」のコーナーです。

是非、皆様の販路拡大やビジネスのご連携にお役立て下さい。

お問合せは、当金庫または直接下記掲載企業様へご連絡下さい。

株式会社 LINE STEP

合同会社 PRESTIGE

〒059-1365
　苫小牧市植苗152番地18

〒053-0054
　苫小牧市明野新町２丁目2-56

【連絡先】TEL：0144-82-7597　FAX：0144-82-7596
　　　　　 E-mail：line-step@bizimo.jp
　　　　　 建設部 ： 代表　松谷　広人　様

HP：https://www.linestep22.com

【連絡先】TEL：0144-82-8064　FAX：0144-82-8067
　　　　　 E-mail：PRESTIGE_01@outlook.jp
　　　　　 代表社員 ： 市川　ひろみ　様

＜主要商品（技術etc）＞
クサビ緊結式足場工事一式

仮設ハウス・トイレのレンタル・販売

＜主要商品（技術etc）＞
中古車販売、コーティング、レッカー、オイル交換

タイヤ交換、車検代行、部品交換など

　株式会社LINESTEPは、苫小牧市を拠点とし建築工事に必要とされる仮設足場工事を材工一式
で請け負っている足場会社です。主に、クサビ式足場を仮設使用しています。クサビ式足場は複
雑な形状の建物や狭小地などの現場に対応ができ、ハンマー１本で作業床の高さを調整できた
り、盛替え・組み換え作業時間の大幅な削減が期待できます。弊社は、苫小牧市で16年仮設足
場工事にたずさわらせていただき、狭い土地での難しい現場でも数多くの実績があり、どんな現
場にも対応できる経験と知識を積んでまいりました。
経営理念【仲間を尊重し・人の喜びを追求する】
　私達は人と人の繋がりを大切に・感謝の気持ちを持ち・お客様が求めていることを追求し続け
成長いたします。
　これからのも足場工事を通して地域の(安心・安全・信頼)を目指し社会貢献いたします！

　車の事をどこに相談していいのかわからない・・・そんな方のお役に立ちたくて、2024年10月、苫小牧
市にオープンしました。
中古車販売はもちろん、車のメンテナンスに係る事なら何でも相談していただけるお店です。
　積載車もありますので、緊急時のレッカー対応もできます。
　当社が特に力を入れているコーティングは、天然素材で作られているigl coatings社様の商品を使用して
おります。苫小牧では初の施工店です。
水垢が付きづらくしっかりとボディーを守ってくれます！　
ぜひ一度お試しください！
　個人の方はもちろん、御社の大事なお車のメンテナンスを任せていただけたら幸いです。
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最近の管内のトピックス　－新聞報道より－

※ＬＮＧフェリーが就航　道内初、苫小牧―大洗航路
　海運大手・商船三井(東京)グループは21日、新造ＬＮＧ(液化天然ガス)燃料フェリー「さんふらわ
あ　かむい」を苫小牧―大洗航路の深夜便に就航した。二酸化炭素(ＣＯ₂)排出量を従来船と比べて
約35％削減する次世代フェリーで、ＬＮＧフェリーの道内初運航。－中略－
「かむい」は同グループの次世代スーパーＥＣＯフェリー。全長は従来船比約10㍍増の199.4㍍、総
トン数は約4200㌧増の約1万5600㌧と大型化。旅客定員は157人で、大部屋を廃止し、全て個室化し
た。トラック積載可能数は13㍍換算で20台増の155台と拡張し、貨物トラック輸送が海上輸送などに
切り替わる「モーダルシフト」を促す狙いも込めている。

（1月22日苫小牧民報より—以下同じ）

※海岸に大量のカニの甲羅　脱皮した殻か、研究者も驚き
　白老町の東町から日の出町にかけての海岸に、カニの甲羅や脚などが大量に打ち上げられてい
る。約1㌔区間にわたって散乱しており、カラスやカモメが獲物を狙うように上空を飛び交う光景も
見られる。－中略－　毛ガニの雄は2～3月にかけて浅瀬で脱皮する時期に当たり、北海道立総合研
究機構栽培水産試験場調査研究部は、昨年5月の資源調査で甲長8㌢未満が前年の数十倍確認された
と説明。そのカニが一斉に脱皮し、大量に海岸に打ち上がったと推察されるが「これだけの量は見
たことがない」と研究者も驚いている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月28日）

※11月1日は「ししゃもの日」　全国初　町が条例で制定
　「鵡川ししゃも」のブランドで知られ、むかわ町の特産になっているシシャモの記録的な不漁が
続く中、同町は11月1日を「町ししゃもの日」に制定した。「未来につなぐ鵡川ししゃもプロジェク
ト事業」として制定する条例案を11日の町議会定例会に提出して可決された。町によると、条例に
よる「ししゃもの日」の制定は全国で初めて。同事業の資源回復、魅力発信プロジェクトと連動さ
せていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3月17日）

※商業地30年ぶり上昇　25年苫小牧市内公示地価　東部地区の住宅人気が影響
　国土交通省は18日、2025年公示地価を発表した。苫小牧市内では、商業地が平均変動率0.9％増
で、1995年以来30年ぶりに上昇した。住宅地は同4.7%増で4年連続の上昇。商業施設の集積や次世代
半導体製造ラピダス(東京)の千歳進出などにより、市内東部地区を中心に上昇傾向が続き、その影響
が商業地の価格を押し上げたとみられる。地価公示法に基づき国土交通省が公表する毎年1月1日時
点の土地価格。1平方㍍当たりの平均価格は、住宅地(調査50地点)が前年比1400円増の1万8700円で、
上昇率は前年と比べて2.0㌽拡大。－中略－　商業地(17地点)は300円増の2万7500円で、変動率は前年
の0.4％減から上昇に転じた。－中略－　苫小牧市を除く東胆振4町のうち、厚真町の住宅地は2年連
続で上昇。中心市街地で上昇し、前年比100円増の5200円で、変動率0.9％増だった。安平町は早来北
進で上昇し、同700円増の5600円となったが、変動率は0.2％減だった。
－後略－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3月19日）

※とまこまいホッキカレー　100年フードに認定　「Wカレーのまち」で盛り上げ
　文化庁が地域で受け継がれてきた食文化を認める「100年フード」に「とまこまいホッキカレー」
が選ばれた。水揚げ日本一を誇る苫小牧産ホッキ貝を使ったソウルフードで、苫小牧市からの認定
は2021年度の「とまこまいカレーラーメン」に続いて2件目。関係者は「Wカレーのまち」で盛り上
げていきたい」と気持ちを新たにしている。「100年フード」は、食文化の継承や振興への機運を醸
成しようと、21年度に文化庁が始めた認定で3部門ある。これまでに全国各地の300件が、100年続
く食文化に認められ、PR活動などに生かしている。ホッキカレーは24年度、苫小牧漁業協同組合と
「とまこまいホッキカレー振興局」が申請し「未来～目指せ、100年！」部門で認定された。
－後略－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3月27日）
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苫小牧信用金庫
明るく　元気に　このまちを

第16期とましん創生塾 塾生募集！

◆定例セミナー　セミナー開始時刻16:00～　　詳しくは都度ご案内いたします
◆地域活性化の外部研修会等への派遣
　　※一財)地域活性化センター主催の「地域づくりコーディネーター研修」等

〇�原則年度内１回を予定していますが、テーマ・開催地・開催時期等により複数回または見合わせることもあります
のでご了承ください。参加費、開催地までの交通費の実費、宿泊費の実費は、とましん創生塾で負担します。

◆募集要項
〇入塾資格	 �苫小牧信用金庫の営業地区内に事業所又は居所があり、年齢が原則満50歳以下の方で組織の経営者ま

たは指導者並びにそれを目指している方
〇募集人数	 ２０名程度
〇受 講 料	 2万円（受講前一括納入となります）※懇親会は別途２千円程度の会費がかかります。
〇事 務 局	 苫小牧信用金庫業務推進部

TEL：0144-56-5026  FAX：0144-31-2341

◎入塾希望の方は、苫小牧信用金庫本支店窓口又は「苫小牧信用金庫業務推進部」あてFAXで申込みください。

6年ぶりに開講いたします！　今期は、経済や経営の著名講師に加え、地域活性化の専門家を招聘、あ
わせて希望する塾生を対象に地域活性化をテーマとした外部研修会への派遣を予定しています。

とましん創生塾スローガン
地域の活性化は、地域を“経営する”ことで活力を生み出し、みんなで笑顔になることだ！

とましん創生塾から発信　ＳＭＩＬＥＳ ＦＯＲ ＡＬＬ !!

日程予定 場　　　　所 講　　　　　師

2025. 7.15（火）
開講式　懇親会 グランドホテルニュー王子

大見　英明　氏　生活協同組合コープさっぽろ　理事長
テーマ：逆境を味方にする新時代経営

2025. 9. 2（火） 苫小牧信用金庫本店６階会議室
小倉　龍生　氏　内閣府 地域活性化伝道師
テーマ：域内経済循環からみる地域経済の考え方

2025.10.7（火）
創生塾講演会

共催 とましん創友会
グランドホテルニュー王子

渋谷　和宏　氏　作家・経済ジャーナリスト
テーマ：�コロナ後に輝く企業・輝く組織～人材不足、これから

打つ手は～

2025.11.11（火） 苫小牧信用金庫本店６階会議室
平林　和樹　氏　内閣府 地域活性化伝道師
テーマ：社会的インパクトを生み出す事業作り

2025.12. 9 (火) 苫小牧信用金庫本店６階会議室
山田　実希　氏　総務省 地域力創造アドバイザー
テーマ：何でもない風景が、聖地に！
　　～「人を呼ぶ・モノが売れる・地域が潤う」仕掛けとは

2026. 2.10（火）
閉講式　懇親会 グランドホテルニュー王子

吉川　　孝　氏　一般社団法人しんきん支援ネットワーク　理事 会長
テーマ：リーダーの仕事のあり方を考える
　　　　　　～リーダーシップ持論より理論


